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景況判断指数（中小企業月次景況観測）
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（出所）商工中金「中小企業月次景況観測」

中小企業　売上げＤＩ(季調値)
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（出所）日本政策金融公庫「中小企業景況調査」

（注）ＤＩ=(増加-減少)企業割合 

○景況判断指数：製造業と非製造業で明暗が分かれる 

 商工中金から公表された５月の「中小企業月次景況観測」(調査時点：５月上旬)の景況判断指数(1000 社

調査)は、全産業で 47.2(前月差▲0.4pt)と前月から小幅低下した。内訳としては製造業と非製造業で明暗が

分かれており、製造業が低下した一方で非製造業が上昇している。製造業では、海外経済の回復が弱い中、

再び円高が進行したことで輸出が下押しされるとの見方が増えたものと推察される。非製造業では、小売や

飲食店・宿泊の上昇が目立っており、非製造業の業況が堅調な個人消費に支えられていることが窺える。 

このように円高を主因に中小企業の景況感は小幅に悪化した。しかし、実体として足元の景気が悪化して

いるとまでは考えていない。日本政策金融公庫から公表された「中小企業景況調査」(調査時点：５月中旬)

の売上げＤＩ(季節調整値)は前月差▲6.0pt と低下したものの、前月の大幅な上昇と併せてみれば緩やかな

改善基調で推移している。また、原油価格の上昇の一服により仕入価格ＤＩは低下しており、利益額ＤＩ

(季節調整値)も増加超を維持している。したがって、足元の景気の実体としては引き続き緩やかな回復基調

が保たれていると判断して良いだろう。 

 

○足元では景気は回復基調も、先行きの懸念材料は多い 

 このように足元の景気は堅調な内需を背景に回復基調が保たれている一方で、先行きの懸念材料は多い。

特に欧州債務問題、円相場、原油価格の動向が懸念される。原油価格こそ足元で上昇が一服しているが、円

相場は再び円高方向に振れており輸出への悪影響が心配される。また、円高の主因でもある欧州債務危機が

さらに拡大することになれば、金融面だけでなく実体面にも悪影響を及ぼし、世界経済の持ち直しに水を差

しかねない。 

当面は公共投資やエコカー補助金等の下支えがあることに加え、今後海外経済が徐々に持ち直してくると

みられることから、中小企業の景況感は回復傾向で推移すると予想する。ただし、前述のリスク要因の動向

次第では海外経済や輸出の回復が遅れ、中小企業の景況感が下押しされる可能性がある。 



 中小企業　価格判断ＤI
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（出所）日本政策金融公庫「中小企業景況調査」

（注）ＤＩ=(増加-減少)企業割合

中小企業　利益額ＤＩ(季調値)
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（出所）日本政策金融公庫「中小企業景況調査」
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